
JCOM株式会社

（単位：百万円）

流動資産 195,725 流動負債 228,121

現金及び預金 57,559 買掛金 14,383

売掛金 44,355 短期借入金 116,049

商品 12,921 一年内返済長期借入金 35,000

短期貸付金 14,961 リース債務 664

前払費用 2,738 未払金 53,380

未収入金 58,934 未払費用 2,287

その他 4,411 未払法人税等 1,828

貸倒引当金 △ 156 預り金 446

賞与引当金 3,828

固定資産 563,270 その他 252

　有形固定資産 23,853

建物及び付属設備 3,514 固定負債 403,958

構築物 60 長期借入金 399,500

機械及び装置 14,216 リース債務 812

車輌運搬具 30 その他 3,645

工具器具備品 3,019

土地 429 負債合計 632,080

リース資産 1,314

建設仮勘定 1,268

　無形固定資産 22,471

ソフトウェア 15,813 株主資本 126,551

ソフトウェア仮勘定 1,386 　　資本金 37,550

のれん 5,254 　　資本剰余金 36,923

その他　 16 資本準備金 31,689

　投資その他の資産 516,945 その他資本剰余金 5,233

投資有価証券 2,390 　　利益剰余金 52,078

関係会社株式 505,742 その他利益剰余金 52,078

長期前払費用 2,403 　 繰越利益剰余金 52,078

差入保証金 3,106 評価・換算差額等 363

繰延税金資産 3,218 　　その他有価証券評価差額金 2

その他 83 　　繰延ヘッジ損益 361

純資産合計 126,915

資産合計 758,995 負債純資産合計 758,995

貸借対照表
2022年3月31日現在

資産の部 負債の部

純資産の部
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JCOM株式会社

（単位：百万円）

売上高 324,902

売上原価 262,352

　 売上総利益 62,550

販売費及び一般管理費 31,587

　 営業利益 30,962

営業外収益

受取利息 81

受取配当金 30,651

その他 209 30,942

営業外費用

支払利息 2,859

その他 284 3,143

　 経常利益 58,761

特別利益

関係会社株式売却益 730 730

特別損失

関係会社株式売却損 998 998

　 税引前当期純利益 58,493

　 法人税、住民税及び事業税 6,535

　 法人税等調整額 △ 115 6,419

当期純利益 52,073

損益計算書
自　2021年 4月  1日

至　2022年 3月31日
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個 別 注 記 表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　自　2021年 4月   1日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　至　2022年 3月 31日

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。
② その他有価証券

時価のあるもの

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法によっております。
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（３） 有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法
定額法によっております。

（４） 無形固定資産の減価償却の方法
定額法によっております。

（５） リース資産の減価償却の方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る減価償却方法については、リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（６） 長期前払費用の償却の方法
定額法によっております。

（７） 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与の支払いに備えるため、過去の支給実績を勘案し、当期に負担すべき支給見込額
を計上しております。

（８） 収益の認識基準 
以下の５ステップアプローチに基づき、顧客に移転する財やサービスとの交換により、その権利を得ると見込む
金額を収益として認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

① 高速インターネット接続事業
高速インターネット接続サービスの提供を主な履行義務として識別しています。履行義務が充足され
るサービス提供時に収益計上しており、取引の対価は概ねサービス提供翌月に請求し、翌々月までに
受領しております。

② 工事用資材供給事業
ケーブルテレビ事業会社向けの工事用資材の販売を主な履行義務として識別しています。履行義務が
充足される工事用資材の検収が完了した時点に収益計上しており、取引の対価は概ね検収が完了した
月に請求し、翌月までに受領しております。

③ カスタマーサービス事業
ケーブルテレビ事業会社向けのカスタマーサービスの提供を主な履行義務として認識しています。履
行義務が充足されるサービス提供月に収益計上しており、取引の対価は概ねサービス提供月に請求し、
翌月までに受領しております。

④ 番組供給事業
ケーブルテレビ事業会社向けのテレビ番組やコンテンツの提供を主な履行義務として認識しています。
履行義務が充足されるサービス提供月に収益計上しており、取引の対価は概ねサービス提供翌月に請
求し、翌々月までに受領しております。

⑤ 経営指導
グループ会社の事業企画・営業基本戦略の策定等経営にかかわる業務の提供を主な履行義務として認
識しています。履行義務が充足される月に収益計上しており、取引の対価は業務の提供月に請求し、
翌月までに受領しております。

決算日の市場価格等による時価法によっております。
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（９） 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：為替予約、金利スワップ
ヘッジ対象：外貨建金銭債務、変動金利借入利息

③ ヘッジ方針
内規に基づき、外貨建金銭債務の為替変動リスク及び借入金金利変動リスクを回避する目的で
行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法
為替予約取引については、当該取引とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつ
キャッシュ・フローが固定されているため、ヘッジの有効性評価を省略しております。金利スワップ
取引については、ヘッジ対象となる金利リスクが減殺されていることをテストし、有効性の評価を行
っております。

（10） 消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

（１１） 記載金額について
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 貸借対照表に関する注記

（１） 有形固定資産の減価償却累計額 百万円

（２） 保証債務等 （単位：百万円）

㈱ジェイコムウエスト 債務保証（注1)
㈱エニー

（注1）㈱ジェイコムウエストが関西電力送配電㈱と締結している「共架契約書」、「同軸ケーブル共用契約書」等について連帯保証しております。

（注2）㈱エニーの商品券購入取引について、債務保証を締結しております。

（３） 関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 百万円
短期金銭債務 百万円
長期金銭債務 百万円

3. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

賞与引当金 百万円
固定資産償却超過額 百万円
繰延ヘッジ損益 百万円
退職給付引当金 百万円
その他 百万円

繰延税金資産合計 百万円

繰延税金負債
繰延ヘッジ損益 百万円
投資有価証券 百万円
その他 百万円

繰延税金負債合計 百万円

繰延税金資産純額 百万円

0

1,385

366

3,218

672

832

1,172
866

322

4,418

1,199

299
439

103,459

40,525

被保証者 金額

35

被保証債務の内容
139

合計

117,962

商品券購入取引（注2）
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4. 関連当事者との取引に関する注記
（単位：百万円）

　ウエスト

　東京

　湘南・神奈川

　埼玉・東日本

　九州

5. 1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額
1株当たり当期純利益

6. 重要な後発事象に関する注記

　該当はありません。

㈱ジェイコム

短期借入金

売掛金

買掛金被所有

子会社 放送番組の販売等（注1） 70,724

KDDI㈱

直接

未収入金

役員の兼任
業務提供

㈱ジェイコム 所有

役員の兼任直接

93.05%

84銭8,678円

売掛金

親会社

50.00%

20

(注３)

(注４)

㈱ジェイコム 62,641

29

関連当事者
との関係

未払金

21,152円 58銭

利息の受取（注3）

未収入金役員の兼任

電話サービスに係る卸役務
提供等（注1）

76,691

短期借入金

属性 会社等の名称
取引金額

(注2)
取引の内容

議決権等の所
有(被所有)割合

科目

(注１)

(注２)

△ 180

15

所有子会社

直接 役員の兼任

80.49%

資金の借入（注4）

利息の支払（注4）

放送番組の販売等（注1）

直接

直接 資金の借入（注4） △ 456 未収入金

所有

直接

92.82%

売掛金

未収入金

42,366

利息の支払（注4）

所有

95.78%

資金の借入（注4）

役員の兼任
役員の派遣

放送番組の販売等（注1） 37,390

604

利息の支払（注4）

㈱ジェイ・スポーツ

資金の借入については、市場金利を勘案して借入利率を合理的に決定しております。なお、資金の借入の取引金額は当事業年度
での純増減額を記載しております。

短期貸付金

93.05% 利息の支払（注4）

子会社

短期借入金

1,053

役員の兼任

84.91%

所有

直接

子会社

子会社 ㈱ジェイコム

短期借入金

△ 476

売掛金

資金の借入（注4）

子会社 ㈱ジェイコム 所有

25

資金の貸付（注3）

役員の兼任

取引金額については、消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。

資金の貸付については、市場金利を勘案して貸付利率を合理的に決定しております。なお、資金の貸付の取引金額は当事業年度
での純増減額を記載しております。

4,578

8,509

23,659

3,499

8,281

34

放送番組の販売等（注1）

10,963

取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、市場の実勢価格等を参考にして、その都度協議の上で決定されております。

12,135

9,920

期末残高
(注2)

2,975

5,733

7,513

15,364

6,801

13,297

19,172
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